
総務地域連携常任委員会

施策番号 施策名 主担当部局 委員会意見 回　答

　地域鉄道の厳しい現状を踏まえて施策を
展開する必要があるが、現状と課題からは
伝わってこないため、記述について検討さ
れたい。

 地域鉄道については、人口減少などにより、厳しい経営状況
が続いていることから、こうした状況について、現状と課題
の中に記載しました。

 めざす姿である誰もが行きたいところへ
移動できる社会の実現に向けて、交通空白
地が生じないよう、地域鉄道やバス路線の
存続、活性化のための方策を、交通事業
者、市町等と十分協議できる機会を設ける
など連携して取り組まれたい。

 住民、交通事業者、行政などの関係者で構成される市町の地
域公共交通会議などの場を通じ、地域の実情に応じ、地域鉄
道やバス路線の存続、活性化に向けた議論を行っているとこ
ろであり、今後は、関係者による議論をさらに深めていくよ
う取り組みます。また、その旨を取組方向に記載しました。

354
水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部

　大規模災害が想定される区域で地籍調査
に取り組むとの記述は、区域を絞って取り
組むように感じられる。また、目標項目か
ら三重県の地籍調査の進捗が分かるものが
なくなったが、進捗が低迷している中で、
引き続き全国での位置づけを意識して地籍
調査に取り組むことが必要と考えるため、
記述について検討されたい。

  地籍調査の進捗率は、平成30（2018）年度末において9.6%
で全国平均52%と比べて低い状況にあることから、円滑な土地
利用に資する地籍調査の着実な推進が図れるよう、市町と連
携し、積極的に取り組みます。
　こうした考え方をふまえつつ、限られた予算の中で、緊急
性の高い大規模災害が想定される区域を進めることについ
て、実施主体である市町の意向も確認しながら取り組むこと
とします。
　なお、本県の地籍調査の進捗率が全国に比べて低い状況に
あり、厳しい現状がわかるよう、現状と課題に記載しまし
た。
　また、毎年度の成果レポートにおいても、前年度の地籍調
査の進捗状況について記載するなどして、現状をしっかりふ
まえたうえで、効果的かつ効率的に地籍調査が実施できるよ
う、取り組んでいきます。

２　「『みえ県民力ビジョン・第三次行動計画』（仮称）中間案に対する意見」への回答

　　（各行政部門別常任委員会集約分）

352
安心を支え未来につな
げる公共交通の充実

地域連携部
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総務地域連携常任委員会

番号 行政運営の取組名 主担当部局 委員会意見 回　答

行政運営２
行財政改革の推進に
よる県行政の自立運営

総務部

　コンプライアンスの推進については、み
え県民力ビジョン・第三次行動計画（仮
称）、次期三重県行財政改革取組でも取り
組むこととされている。それぞれで対象職
員の範囲が異なるが、知事部局、教育委員
会、警察本部のどこまで含まれるか分かり
づらいため、表記について検討されたい。

　コンプライアンスの推進については、知事部局のみならず
教育委員会や警察本部についても対象としています。
　しかしながら、業務内容の特殊性や任命権者それぞれのマ
ネジメント方法があることから、具体的な取組については、
教育委員会や警察本部が主体的に内容を決定し、実施してい
ます。
　このことをふまえ、それぞれの計画における対象職員の範
囲に応じた表記について、より分かりやすいものとするよう
検討します。

行政運営６ スマート自治体の推進 総務部

　県が得たノウハウや知識を県内市町でも
活用できるよう、県の推進主体である総務
部が、積極的に部局間で情報提供等を行う
ような体制を構築し、取組を進められた
い。

　スマート自治体の推進については、総務部が主体となり次
期の行財政改革取組の柱として取り組んでいくことを想定し
ていますが、地域連携部とも綿密に連携し、市町への情報提
供等にも心がけて取り組んでいきたいと考えています。



戦略企画雇用経済常任委員会

施策番号 施策名 主担当部局 委員会意見 回　答

322 ものづくり産業の振興 雇用経済部

　次世代のものづくり産業の柱として、次
世代自動車や航空宇宙産業を位置づけてい
るが、次世代自動車や航空宇宙産業に特化
した指標が設定されていない。県の取組の
効果を把握するとともに、こうした分野の
産業振興に積極的な県の姿勢が伝わるよう
指標の設定なども含めて検討されたい。

　次世代自動車や航空宇宙等の次世代ものづくり産業にかか
る取組については、基本事業に位置付け、県内企業の同分野
への参入・事業拡大を積極的に促進していくこととしていま
す。
　一方、指標については、県内ものづくり産業の高付加価値
化や競争力強化につながる取組の成果として設定するととも
に、次世代ものづくり分野に係る取組は、主指標及び副指標
（共同研究、人材育成）の内数として整理し成果を把握する
こととしています。
　委員会からのご意見をふまえ、県としての姿勢が伝わるよ
う、主指標「目標項目の説明」に、次世代自動車や航空宇宙
等の次世代ものづくり産業に係る記述を追加しました。

331
世界から選ばれる三重
の観光

雇用経済部
観光局

　２つの副指標「県内の延べ宿泊者数」
「県内の外国人延べ宿泊者数」は、いずれ
も「宿泊者数」に関する指標となっている
が、「客が客を呼ぶサイクル」を確立する
ことなどの取組方向の記述をふまえると、
満足度の把握が重要と考えられるので、
「観光客満足度」を活動指標としている第
二次行動計画と同様、副指標に満足度に関
する指標を設定されたい。

  観光客満足度については、新・三重県観光振興基本計画
（中間案）において進捗管理することとしていましたが、委
員会からのご意見をふまえ、満足度の向上が観光消費額の増
加につながることから、「観光客満足度」を副指標に設定し
ました。

9
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戦略企画雇用経済常任委員会

施策番号 施策名 主担当部局 委員会意見 回　答

341
次代を担う若者の県内
定着に向けた就労支
援

雇用経済部

　いわゆる就職氷河期世代への支援に係る
記述が新たに盛り込まれ、県内における就
職氷河期世代の実態調査を行うとともに、
相談、教育訓練から就職までの支援等に取
り組むこととしているので、その取組の効
果を把握できるよう工夫されたい。

　本施策では、就職氷河期世代の不本意非正規雇用者や長期
無業者を対象に、おしごと広場みえと地域若者サポートス
テーションがこれまで培ってきた就労支援のノウハウを生か
して、個々人の状況に合わせた丁寧な支援を提供することと
しています。
　このため、副指標を「おしごと広場みえ等の就職率」とし
て、おしごと広場みえと地域若者サポートステーションにお
ける就職氷河期世代を含む若者等の就職率を目標に掲げてい
ます。
　取組の効果については、こうした指標の進捗状況を的確に
把握するとともに、毎年の「成果レポート」の中で、就職氷
河期世代への支援にかかる主な取組内容やその成果・課題と
あわせて報告させていただきます。

戦略企画雇用経済常任委員会

回　答

総括的事項で整理

施策・行政運営の取組以外（「基本的な考え方」、「地方創生の実現に向けて」など）に関する意見

 第３編「地方創生の実現に向けて」において、「活力ある働く場づくり」など４つの対策
毎に主な重要業績評価指標（ＫＰＩ）を３項目づつ設定しているが、各対策に係る成果や
効果を適切に把握することができるよう、主な重要業績評価指標（ＫＰＩ）の項目を追加
されたい。



環境生活農林水産常任委員会

施策番号 施策名 主担当部局 委員会意見 回　答

　副指標「飲酒運転事故件数」について、
県として飲酒運転０（ゼロ）をめざしてい
る以上、事故であるかどうかに関わらず飲
酒運転そのものをなくすことが重要である
ため、県内の飲酒運転全体の状況が把握で
きる副指標を設定することについて検討さ
れたい。

　飲酒運転全体の状況を見ようとした場合、統計データがあ
る「飲酒運転を原因とする人身事故件数」以外で想定される
「飲酒運転を原因とする物損事故」は、現状では統計データ
がなく、また、「飲酒運転検挙件数」については、災害発生
等緊急に優先すべき事象が発生した場合などに同条件下での
安定継続した検挙体制を取れないおそれがあるため、指標を
設定するには難しい点があります。
　このため、県民の皆さんが直接被害を受ける人身事故の減
少に引き続き注力し、全体としての飲酒運転の減少、根絶に
努めていくことにより、主指標である「交通事故死者数」の
目標達成につなげていきます。

　取組方向の基本事業３「安全で快適な交
通環境の整備」について、老朽化した信号
機や道路標識をはじめとした交通安全施設
等の整備を推進すると具体的に記述されて
いるにも関わらず、副指標は「『ゾーン
30』整備地区数」とされている。基本事業
と副指標は体系的に整理すべきであるた
め、取組方向と副指標の整合性がとれるよ
う検討されたい。

　最終案では、取組方向に「『ゾーン30』の整備」の文言を
加え、「『ゾーン30』の整備および老朽化した信号機や道路
標識等の適正管理をはじめとする交通安全施設の整備を推進
します。」と変更し、副指標との整合性を図りました。

147 獣害対策の推進 農林水産部

　山間部においては、針葉樹林や広葉樹林
の再生も中長期的な視点では人と獣の住み
分けにつながり、獣害対策として有効であ
ると考えられることから、森林の再生等に
よる人と獣との住み分けやエリア防御の考
え方について記述されたい。

　野生鳥獣による被害の減少に向け、集落主体で侵入防止柵
整備や捕獲、獣の餌場をなくす取組等を進めています。ま
た、森林では、生産林や環境林、それぞれのゾーニングに応
じた施策を実施しており、環境林を中心に、生物多様性にも
配慮した持続可能な森林づくりを、施策313において進めるこ
ととしています。こうした取組を施策横断的に進めること
で、人と獣の棲み分けにつなげてまいります。

142
交通事故ゼロ、飲酒運
転０（ゼロ）をめざす安
全なまちづくり

環境生活部
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環境生活農林水産常任委員会

施策番号 施策名 主担当部局 委員会意見 回　答

212
あらゆる分野における
女性活躍とダイバーシ
ティの推進

環境生活部

　主指標「性別による固定的な役割分担意
識を持つ県民の割合」について、性別によ
る役割分担に限らず、施策全体を表すよう
な指標を設定することについて検討された
い。

  個人の能力や個性に関わらず性別で役割を固定する「固定
的な役割分担意識」は、あらゆる分野における女性活躍およ
び男女共同参画社会の推進を妨げる大きな要因となっていま
す。固定的な役割分担意識の解消に努め、男女共同参画社会
づくりを進めることは、多様性を認め合い、県民一人ひとり
が個性や能力を発揮し、参画・活躍できるダイバーシティ社
会の推進に資することから、施策全体を表す指標であると考
えます。

213 多文化共生社会づくり 環境生活部

　外国にルーツがある子どもの就学前教育
の重要性、必要性を十分認識し、現状と課
題への記述を検討するとともに、教育委員
会とも連携して実効性のある取組を進めら
れたい。

  外国につながる子どもの就学前教育は、スムーズに小学校
生活を送り、本来持っている能力を発揮するために必要なも
のです。そのため、委員会からのご意見をふまえ、教育委員
会をはじめとする関係部と一層連携していくとともに、最終
案では、「現状と課題」および「基本事業」に、外国につな
がる子どもの就学前教育に関する記述を加えました。



環境生活農林水産常任委員会

施策番号 施策名 主担当部局 委員会意見 回　答

253 農山漁村の振興 農林水産部

　主指標「農山漁村の交流人口」につい
て、施策の目的として、地域で生まれ育っ
た人が地域に定着することがまず先にある
べきと考えることから、その目的にあった
主指標を設定することについて検討された
い。

　県民の皆さんとめざす姿として、多くの人が「住みた
い」、「住み続けたい」、「訪れたい」と感じる地域とし、
中間案では、主に「訪れたい」と感じる人の増加を目標とし
て、交流人口を主指標に設定したところです。
　委員会からのご意見をふまえ、地域資源を生かしたビジネ
スや自然体験などの活動をより一層進め、地域全体の活性化
を図ることが、農山漁村地域への定着や交流人口の増加につ
ながることから、その成果をあらわす主指標として、「農山
漁村の活性化につながる新たな取組数」に変更しました。

314 水産業の振興 農林水産部

　水産業の振興においては、豊かで魚が住
みやすい海の水質管理が重要であることか
ら、環境基準に基づく環境政策を推進する
環境生活部をはじめ、市町、水産・漁業関
係者等とも連携し、「きれいで豊かな海」
の実現に向け、長期的な視点で取組を進め
られたい。また、干潟・藻場の再生・保全
についても、関係者等と連携して効果的な
取組を進められたい。

　農林水産部では、栄養塩が少なくても色落ちしにくい黒ノ
リの品種開発等の対策を漁業者や漁協、市町と連携して進め
るとともに、本県で試験的に進めている下水道の管理運転の
効果検証や、瀬戸内海や三河湾での先進事例も参考に、環境
生活部、県土整備部とも連携しながら、ノリ養殖業の振興に
向けて取り組んでいきます。
　また、「豊かな海」の実現に向け、干潟・藻場の再生・保
全について、漁協や市町等の関係者等と緊密に連携しながら
取組を進めるなど、漁場環境の改善を図ってまいります。
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医療保健子ども福祉病院常任委員会

施策番号 施策名 主担当部局 委員会意見 回　答

121
地域医療提供体制の
確保

医療保健部

　主指標について、「地域医療構想の進捗
度」を目標項目に選定しているが、県民に
対して成果が伝わりづらく、地域医療に対
する県民の安心感を高める項目とは言い難
いため、県民に分かりやすい目標項目とな
るよう見直しに向けて検討されたい。

　県内の医師数は着実に増加しているものの、人口10万人あ
たりでは依然として全国平均を下回るなど、医師不足の状況
が続いています。地域医療に対する県民の安心感を高めるた
め、医師確保対策により一層注力していく必要があることか
ら、委員会からのご意見もふまえ、副指標としていた「病院
勤務医師数」を主指標としました。
　なお、「地域医療構想の進捗度」については副指標とし、
地域にふさわしいバランスのとれた医療提供体制を構築する
ため、地域医療構想調整会議等においてしっかりと議論を行
い、将来の病床の必要量を目安に、病床の機能分化・連携や
規模の適正化を進めていきます。

124 健康づくりの推進 医療保健部

　副指標について、「フッ化物洗口を実施
している施設数」を目標項目に選定してい
るが、各市町の財政状況や各学校の教育活
動状況等、さまざまな要因が関係してお
り、市町の関与が必要なことから目標項目
を検討されたい。

 フッ化物洗口については、永久歯に生え変わる期間に継続的
に実施することがむし歯予防に大きな効果をもたらすことが
示されています。
　フッ化物洗口について理解が得られるよう、引き続き市町
および市町教育委員会に対して丁寧に説明を行い、フッ化物
洗口を実施する施設が増加するよう取り組んでいきたいと考
えていることから、副指標としています。

131 地域福祉の推進 子ども・福祉部

　主指標について、「市町地域福祉計画の
策定数」を目標項目に選定しているが、計
画策定によって、それぞれの地域に応じた
包括的な支援体制がどの程度図られたかと
いった具体的な効果が分かるような目標項
目となるように検討されたい。

　地域共生社会の実現に向けては、各地域において包括的な
支援体制が図られることが重要です。そのためには、地域福
祉の推進主体である地域住民等との合意形成のもと、全市町
において地域福祉計画が策定されることが不可欠です。
　このことから、「市町地域福祉計画の策定数」を主指標と
しています。



医療保健子ども福祉病院常任委員会

施策番号 施策名 主担当部局 委員会意見 回　答

133
児童虐待の防止と社
会的養育の推進

子ども・福祉部

　主指標について、「里親・ファミリー
ホームでケアを受けている要保護児童の割
合」を目標項目に選定しているが、児童虐
待によって社会的養護が必要となる子ども
が多いこと等をふまえ、まずは児童虐待を
防ぐという視点での目標項目となるように
検討されたい。

　虐待被害から子どもを守るには、児童虐待の未然防止や早
期発見等が重要ですが、そのためには、市町の子ども家庭支
援体制の充実が必要になると考えています。
　そのため、副指標としていた「児童虐待の早期対応力強化
に取り組む市町数」を主指標としました。
　なお、代替養育を必要とする子どものためにも、本指標は
副指標として、里親委託等の取組をさらに充実させていきま
す。

231
県民の皆さんと進める
少子化対策

子ども・福祉部

　各指標の目標項目について、子どもの視
点に立った項目が選定されていないが、児
童福祉法の改正により、子どもは権利の主
体であることが示されたことも十分に考慮
したうえで目標項目を検討されたい。

　「みえの子ども応援プロジェクト」は、子どもを権利の主
体として尊重することを基本理念の一つとする「三重県子ど
も条例」に基づいて取り組むものです。このプロジェクトに
参加する企業・団体が増えることにより、子ども条例の基本
理念の実現につながると考えており、副指標としています。

233
子育て支援と幼児教
育・保育の充実

子ども・福祉部

　主指標について、「保育所等の待機児童
数」を目標項目に選定しているが、現在の
待機児童の大半が０歳児から２歳児までで
あり、その幼児を保育所等に預けることが
幼児教育の充実につながるとは限らないと
の考え方もあることから、主指標の目標項
目とすることについて再度検討されたい。

　子育て家庭の保育所等への入所希望をかなえるため、待機
児童の解消を主指標とし、受け皿の確保に取り組んでいきま
す。
　なお、低年齢児保育については、色々な考え方があります
が、国の指針等においても、保育所は幼児教育を行う施設で
あると明記されており、０～２歳児それぞれの発達に応じた
保育で、３歳児以降の幼児教育や小学校へとつなげていくよ
う示されています。このため、副指標に「保育士等キャリア
アップ研修の修了者数」を設定し、質の向上にもあわせて取
り組んでいきます。
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医療保健子ども福祉病院常任委員会

回　答

総括的事項で整理

施策・行政運営の取組以外（「基本的な考え方」、「地方創生の実現に向けて」など）に関する意見

　第三次行動計画（仮称）全般について、主指標と副指標の関連性が分かりにくい施策が
見受けられるため、各指標の項目について再度精査を行うとともに、県民に分かりやすい
ものとなるように努められたい。



防災県土整備企業常任委員会

施策番号 行政運営の取組名 主担当部局 委員会意見 回　答

行政運営７公共事業推進の支援 県土整備部

　入札契約制度については、その公平性・
透明性が確保されるように、総合評価方式
の見直しも含め、状況の変化に応じた入札
制度の改善と適切な運用を行われたい。

入札契約制度については、「三重県入札等監視委員会」お
よび「三重県公共工事等総合評価意見聴取会」等における調
査審議や、建設業団体等の意見もふまえ、さらなる公正性・
透明性の確保ができるよう、状況の変化に応じた制度の改善
と適正な運用に努めていきます。

17



18

教育警察常任委員会

施策番号 施策名 主担当部局 委員会意見 回　答

　副指標の目標項目「交番・駐在所の機能
強化数」について、現行計画の目標値は
２ヶ所となっているが、交番・駐在所を合
わせて200ヶ所のうち120ヶ所の機能強化が
必要であることから、安全・安心の拠り所
としてできる限り早急に機能強化が図れる
目標値とされたい。

　副指標の目標項目については、「機動力の向上、施設の老
朽化・津波浸水への対策を講じた交番・駐在所数」に変更し
て、機能強化の内容をわかりやすく表現し、目標値について
は、早急な対策が必要な交番・駐在所が多数存在することを
ふまえ、現行計画よりも高く設定しました。

　「県民の皆さんとめざす姿」の冒頭に
「さまざまな主体」とあるが、「現状と課
題」には「自治体や地域住民、ボランティ
ア団体など、さまざまな主体」と記載され
ており、めざす姿にもわかりやすい記載と
されたい。

　「県民の皆さんとめざす姿」の冒頭の記載については、
「さまざまな主体」の部分を具体的に記載しました。

　今回の行動計画で新たに「基本事業」と
して設定された「犯罪被害者等支援の充
実」について、「県民の皆さんとめざす
姿」にも記載されたい。

　「犯罪被害者等支援の充実」の内容については、「県民の
皆さんとめざす姿」「新しい豊かさ・協創の視点」に記載し
ました。

141 犯罪に強いまちづくり 警察本部



教育警察常任委員会

施策番号 施策名 主担当部局 委員会意見 回　答

　副指標の目標項目「『全国学力・学習状
況調査』における本県の児童生徒の学力の
伸び」の「目標項目の説明」において、
「誰一人取り残さない」視点で考えた場
合、ＡＢ層（ＡＢＣＤ層）を伸ばすことに
加えてＣＤ層の子どもたちへのアプローチ
を行う視点も重要であることから、これを
踏まえた目標項目の表記とされたい。

　本指標は、全ての子どもたちの学力の向上を目的とするも
のであり、取組の結果としてＣＤ層の子どもたちが減少する
ことによりＡＢ層の子どもたちが増加することを想定して
「ＡＢ層の子どもたちの割合」を数値目標に設定していま
す。
　なお、数値目標について「ＣＤ層の子どもたちの割合」と
した場合、数値の減少が成績の向上（取組の成果）をあらわ
すことになるなど、県民の皆さんにとってわかりにくくなる
ものと考え、原案のとおりとしました。

　「カリキュラム・マネジメントの充実」
の取組は継続して取り組むことが重要であ
り、「現状と課題」や「取組方向」に記載
されたい。

　カリキュラム・マネジメントは、教職員が複数の教科等と
連携を図りながら授業をつくること、学校教育の効果を常に
検証して改善すること、教育内容と地域の人材や施設等を効
果的に組み合わせて活用すること等により、学校における教
育目標の実現に向け教育活動全体の質的向上をめざすもので
あり、学校における一定の方針のもと個々の教職員が担って
いくものとなります。
　このようにカリキュラム・マネジメントは、学校教育活動
全体に係るものであることから、最終案では、カリキュラ
ム・マネジメントに係る記述を施策221、施策222、施策223の
実施・展開を支える土台となる施策225の「現状と課題」や
「取組方向」において追記しました。

221

子どもの未来の礎とな
る「確かな学力・豊かな
心・健やかな身体」の
育成

教育委員会
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教育警察常任委員会

施策番号 施策名 主担当部局 委員会意見 回　答

223 特別支援教育の推進 教育委員会

　「県民の皆さんとめざす姿」に「障がい
のある子どもたちと障がいのない子どもた
ちが交流等をとおして」とあるが、交流だ
けでなく普段の関わりや共に学ぶことが大
事であると考えることから、記載内容を検
討されたい。

　最終案では、委員会からのご意見をふまえ、「県民の皆さ
んとめざす姿」の後半部分を、「また、障がいのある子ども
たちと障がいのない子どもたちが、行事等の交流や授業で共
に学ぶことなどをとおして、互いに理解を深め、尊重する態
度を身につけています。」と修正しました。

　「県民の皆さんとめざす姿」には、いじ
めをなくす決意はあるが実際にいじめが起
こった際の対応について「取組方向」に記
載されたい。

　最終案では、委員会からのご意見をふまえ、取組方向に
「（前略）教職員の資質向上に取り組みます。さらに、いじ
めを認知した場合には、いじめ防止委員会等において迅速に
状況を把握し、組織的に対応するとともに、必要に応じてス
クールカウンセラー等の専門家と連携した支援を行いま
す。」と追記しました。

　副指標の目標項目「学校安全ボランティ
アの中心となるスクールガード・リーダー
の登録者数」の「目標項目の説明」におい
て、スクールガード・リーダーはもとよ
り、スクールガードの登録者を増やすこと
も重要であることから記載内容に盛り込ま
れたい。

　現在、公立小学校において約２万人の方が学校安全ボラン
ティア（スクールガード）に登録いただいており、子どもた
ちの見守りをより効果的に行うためには、学校の安全体制や
スクールガードの活動に対して専門的な指導・助言等を行う
スクールガード・リーダーの登録者を増やしていくことが重
要と考え、「スクールガード・リーダーの登録者数」を指標
として設定しました。なお、県民の皆さんにとってわかりや
すいものとなるよう、施策シートの記載を工夫しました。

224
安全で安心な学びの
場づくり

教育委員会



教育警察常任委員会

回　答

　「主指標」は、各施策の進行管理を行うための基本的な指
標であって、各施策における「県民の皆さんとめざす姿」を
ふまえ、県がさまざまな主体との協創の取組によって得られ
る最終的な成果を、県民の皆さんにわかりやすくあらわそう
とするものです。
　また、「副指標」は、各施策の成果や課題を把握するため
に、県がさまざまな主体との協創の取組によって得られる成
果、あるいは県が取り組んだことの効果をあらわす指標で、
「主指標」を補足するのにふさわしい代表的な指標を複数設
定するものとして整理しています。
　こうした基本的な考え方をふまえつつ、「県民の皆さんと
めざす姿」と各指標との関係性について、よりわかりやすい
ものとなるよう、施策シートにおける記載内容を工夫しまし
た。

　「三重県教育施策大綱」は、人の生涯にわたる教育政策の
根本となる方針を示すものであり、「三重県教育ビジョン」
は教育施策大綱をふまえ、学校教育を中心とした教育施策の
具体的な取組内容を示すものです。また、「みえ県民力ビ
ジョン・第三次行動計画」（仮称）は、県全体の戦略計画で
あり、その中に教育施策を位置付けています。
　「三重県教育ビジョン」において、教育施策大綱と教育ビ
ジョンの位置づけや関係性について記載（はじめに「２　教
育ビジョンの位置づけ」）していますが、県民の皆さんによ
りわかりやすくなるよう、行動計画と教育ビジョンの関係性
等についても追記することとします。

　教育委員会においては、「第三次行動計画」（仮称）の他に「三重県教育施策大綱」、
「三重県教育ビジョン」等の計画それぞれの全体像や位置関係、関連性を示されたい。

施策・行政運営の取組以外（「基本的な考え方」、「地方創生の実現に向けて」など）に関する意見

　教育委員会関係分の施策全体を通じて、主指標と副指標の関連性が説明を受けないと分
かりにくいので施策シートにおいて関連性が明らかになるよう整理されたい。
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